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１．はじめに

　本稿は，中小企業経営を支援する機関として主体的な役割を果たしている税理士（税理

士法人・事務所を含む，以下同様）に対し，中小企業の管理会計導入・活用に関する支援

状況，特に経営管理手法の導入・活用支援と管理会計手法の導入・活用支援に焦点を当て

アンケート調査を行った結果を示したものである。

　中小企業の活性化と競争力強化に大きく影響を与えると考えられる「中小企業の管理会

計の導入状況」を明らかにしたり，今後の対応を検討したりする研究は，これまで数多く

積み重ねられてきた。

　様々な研究結果が報告されているが，企業や経営者，金融機関等を研究対象としたもの

が多数を占めるのに対して，それら以外を対象とした研究は比較的手薄であると考えられ

る。中小企業が管理会計を導入し活用を促進するためには，実務上の問題として中小企業

の経営を支援する機関による管理会計の導入・活用支援が必要であると考えられ，その中

心的な役割をはたす者として税理士が挙げられる。

　そこで本稿では，先行研究で行われたアンケート調査を基礎として，鹿児島県税理士会

連合会に所属する税理士を対象としたアンケート調査を行い，鹿児島県内の税理士の支

援状況，管理会計に関する意識を明らかにする。鹿児島県という地域の税理士に調査対象

を限定することにより研究成果には限界があり，また研究結果を一般化することは困難で

あることは筆者ら自身も認識している。一つの調査結果ではあるが，今後調査を積み重ね，

問題点や検討すべき点を明確にし，検討していくことにより，中小企業の管理会計研究に

寄与すると考えている。

　なお，本稿は，税理士のクライアントに対する管理会計実践とその支援に関する実態調

査であり，多くの紙幅を要することから，差し当たり，単純集計と簡潔な分析コメントの

みを資料として示すものである。

２．先行研究と本研究の特徴

　これまで先行研究が積み重ねられてきているが，本稿が参考としたものを含め，代表的

なものをいくつか例示しておきたい1。

　まず，全国の税理士を対象とした管理会計手法支援アンケート調査の先行研究として山
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口他（2019）を取り上げる。今回のアンケートの基礎となっている山口他（2019）は，全

国の税理士から「税理士情報検索サイト」にて「経営相談等」・「経営の関する相談」を主

要業務としている者を抽出し，郵送によるアンケート調査結果を分析していた2。調査の結

果，回答者の約8割が管理会計に関する学習経験を有していたことや回答者の約56%が経

営管理手法の導入・活用支援を実施していることなどを明らかにしていた。加えて管理会

計手法の中でも「財務分析」・「予算管理」・「CVP分析」・「業績評価」・「原価計算」の順で

導入・活用支援を行っていることを明らかにしていた。

　やや古くなるが監査法人による税理士に対する実態調査として，新日本有限責任監査法

人（2008）・（2010）・（2011）がある。これらは監査法人が，中小企業に対し「中小企業の

会計に関する指針」の普及状況の調査を行なったものであるが，加えて税理士と公認会計

士に対し意識調査も行なっている。ここでは税理士や公認会計士が積極的に「中小企業の

会計に関する指針」をクライアントに勧めることがない実態を明らかにしている。

　中小企業庁（2010）は，同庁が中小企業の決算書の信用力を向上させるための施策を行

うための基礎資料を得ることを目的として実施されたものである。税理士業務全般に加え，

管理会計に関する質問項目も用意されており，我々のアンケート表を作成する際の参考に

なったものである。

　アンケート調査ではないが，個別の税理士に対し中小企業会計基準の適用状況をヒアリ

ング調査したものとして櫛部（2015）・（2016）がある。これらは兵庫県姫路市の税理士4
名に対し，中小企業会計基準の適用状況や中小企業融資における中小企業会計の貢献など

をヒアリング調査し，毎年の変化を追っている。ここでは中小会計要領が受け入れられつ

つある現状や，中小企業融資が担保中心から業績評価へと変化しつつある現状を明らかに

している。

　本研究は，上記の先行研究等を踏まえ，山口他（2019）のアンケート（以下，山口モデ

ルとする）を一部加筆・変更し，鹿児島県の税理士を対象に調査を行い，税理士の管理会

計に対する意識，特徴を明らかにしようと試みた点で特徴を有している。

３．アンケート調査の概要と回答税理士の特徴

(1)　アンケートの特徴

　本アンケート調査は，鹿児島県税理士会連合会の協力を得て実施された。また，公益財

団法人メルコ学術振興財団2019年度研究助成（研究課題名：「定量・定性調査を用いた中

小企業における管理会計実践の解明−鹿児島県内企業を対象として−」（研究2019006号（研

究助成Ａ））の支援を受けて実施した。

　本調査の主たる目的は，鹿児島県税理士会連合会に所属する税理士のクライアントに対

する管理会計導入支援・活用支援の実態について，その傾向・特徴を明らかにすることで

ある。さらに，税理士の管理会計に関する認識・知識の実態も明らかにすることも同時に

試みるものである。

　山口モデルでは，「経営相談等」・「経営の関する相談」を主要業務としている者を抽出

してアンケートを実施していたが，本調査は特にアンケート対象者を抽出して絞り込まず

2　一定の条件でアンケート対象者を抽出しているところに特徴がある。なお，送付者数は2,977人，回答者数は587人，
回答率は19.72%である。



櫛部幸子・宗田健一・岡村雄輝　鹿児島県税理士会連合会の税理士を対象とした管理会計導入・活用支援に関する実態調査 −53−

に実施した。限られた地域における調査ではあるが，より一般的な調査結果が期待できる

からである。

　新日本有限責任監査法人（2008）・（2010）・（2011），中小企業庁（2010）は，中小企業

会計要領が公表される前に行なわれた調査であるが，我々の調査は，公表後行われている

という点で特徴を有している。

(2)　アンケートの実施概要

　アンケートの調査対象税理士は，2019年8月1日時点において，鹿児島県税理士会連合会

に属する税理士で，かつ2019年8月1日に実施された鹿児島県税理士会連合会研修会（場所：

城山ホテル鹿児島）に参加した292名である3。なお鹿児島県税理士会連合会における鹿児

島支部の所属割合は68.29%と高くなっている。今回のアンケート調査の回答も鹿児島支部

の割合が93.8%と高くなっている。ここから，おおむね鹿児島支部（ひいては鹿児島県全体）

の税理士の意向を表しているといえる。

　アンケート実施日は，研修会が行われた2019年8月1日である。アンケート票は，参加税

理士が研修会の受付を行う際に鹿児島県税理士会連合会の事務局担当者により手渡しされ

ている。アンケート実施に際しては，筆者らが研修会において参加税理士に対して，アン

ケートの趣旨，目的，アンケート概要の説明を口頭で行っている。なお，回収作業は，回

収箱を作成し研修会の終了時に受付にて行なった（筆者ら立会い）。アンケート表の配布数，

回答税理士数，回収率は図表１のとおりである4。
56

(3)　税理士の特徴

　本調査では，まず属性調査として以下の項目を質問している，①所属する事務所・税理

士法人の支部名と認定支援機関か否か，②年齢，③会計関連の業務年数，④税理士資格を

取得してからの経過年数，⑤所属，所属事務所・税理士法人の税理士数，所属事務所・税

理士法人の従業員数，⑥主な担当企業・法人，⑦主な業務，主な業務（課税），⑧中小企業（個

人企業を含む）の現在の担当企業数（関与件数）である。

　これらの質問項目は先行研究の山口モデルと同じ内容であるが，調査対象の所属事務所

の所在地については鹿児島県内のいずれの市町村にあたるのかを追加的に質問している。

①税理士の所属支部と認定支援機関登録

　所属する事務所・税理士法人の所属支部の質問に対し，9割以上が鹿児島支部であると

の回答であった。また，支援機関であるかどうかの質問に対しては，全回答数80のうち63

3　但し，インターネットによるライブ研修参加（44名：離島参加者）はアンケート配付対象者から除かれている。
鹿児島県税理士会連合会（所属人数574人）のうち各支部の所属人数は，鹿児島支部（392人），伊集院支部（12人），
知覧支部（10人），指宿支部（11人），川内支部（24人），出水支部（22人），加治木支部（40人），大隅支部（11人），
鹿屋支部（30人），種子島支部（6人），大島支部（16人）である（「南九州税理士会」https://mkzei.or.jp/shibu.phpより）。

4　図表１〜図表31は，アンケート調査結果を示したものであり筆者らの作成によることから出所を割愛している。
5　質問項目によっては複数回答が可能な場合や回答税理士数が変動する場合もあることから，割合計算で用いる母

数が80から変動することがある（以下，同様）。
6　割合は，小数点第2位を四捨五入している（以下，同様）。

図表１　配布数，回答税理士数，回答率

配布数 回答税理士数 回収率

292 805 27.4%6
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が支援機関であると回答し，約78.8%と高い割合となっていた。

789

②税理士の年齢

　年齢は，「30歳以下」が0.0%，「31歳〜40歳」が7.5%，「41歳〜50歳」が20.0%，「51歳〜60歳」

が18.8%，「60歳以上」が53.8%となっており，41歳以上の累計は92.6%，51歳以上の累計

は72.6%という結果であった。考えられるのは，研修会への参加税理士が比較的高齢であっ

たこと，もしくは税理士の高齢化が進んでいることである。
10

③業務年数

　会計関連の業務年数に関しては，「10年超20年以内」が一番多く，次いで「30年超」，「20
年超30年以内」となっていた。ここから回等税理士の多くが業務に精通していると考えら

れる。

7　アンケート結果の分析では，特定の質問項目を除き，母数を80人として算出している。
8　割合は小数点第2位を四捨五入しているため，100.0%とならない場合がある（以下，同様）。
9　全体数を80人で算出している。
10　全体数を80人で算出している。

図表２　所属支部

人数 割合7

鹿児島支部 75 093.8%
未回答 05 006.3%
計 80 100.0%8

図表３　認定支援機関か否か

人数 割合9

認定支援機関である 63 078.8%
認定支援機関でない 10 012.5%
未回答 07 008.8%
計 80 100.0%

図表４　税理士の年齢

人数 割合10

30歳以下 00 000.0%
31歳〜40歳 06 007.5%
41歳〜50歳 16 020.0%
51歳〜60歳 15 018.8%
60歳以上 43 053.8%
未回答 00 000.0%
計 80 100.0%



櫛部幸子・宗田健一・岡村雄輝　鹿児島県税理士会連合会の税理士を対象とした管理会計導入・活用支援に関する実態調査 −55−

11

④税理士資格取得経過後の年数

　税理士資格を取得してからの経過年数に関しては，20年以内の割合累計が67.5%と高かっ

た。図表５における業務年数との関係を踏まえると，比較的高齢になってから税理士資格

を取得していると考えられる。この結果を詳細に分析するには，税理士個人のキャリアに

ついて調査する必要がある。とりわけ，国税局を退職してからの税理士登録者の存在や大

学院の進学による科目免除者の割合などを調べる必要があると考えられる。
12

⑤税理士の所属環境

　税理士の所属環境として，所属先，所属事務所・税理士法人の税理士数，所属事務所・

税理士法人の従業員数について調査した。所属先については「個人事務所の所長」が圧倒

的に多かった。この結果と軌を一にして所属事務所・税理士法人の税理士数は「1名」が

多くを占め，さらに所属事務所・税理士法人の従業員数においても同様の傾向がみられた。

従業員数は，「５名以内」が最も多く65.0%という結果であった。これらの結果から個人事

務所を中心とした税理士が回答者に多かったと考えられる。
13

11　全体数を80人で算出している。
12　全体数を80人で算出している。
13　全体数を80人で算出している。

図表５　会計関連の業務年数

人数 割合11

5年以内 06 007.5%
5年超10年以内 09 011.3%
10年超20年以内 21 026.3%
20年超30年以内 18 022.5%
30年超 22 027.5%
未回答 04 005.0%
計 80 100.0%

図表６　税理士資格を取得してからの経過年数

人数 割合12

5年以内 16 020.0%
5年超10年以内 12 015.0%
10年超20年以内 26 032.5%
20年超30年以内 13 016.3%
30年超 12 015.0%
未回答 01 001.3%
計 80 100.0%

図表７　所属先

人数 割合13

個人事務所の所長 59 073.8%
税理士法人の社員 12 015.0%
個人事務所の勤務税理士 05 006.3%
税理士法人の勤務税理士 04 005.0%
未回答 00 000.0%
計 80 100.0%
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1415

⑥主な担当企業・法人

　主な担当企業・法人の調査に関しては，先行研究よりもさらに細分化した項目を作成し

質問している。また鹿児島の産業の特性を反映し「林業・農業・漁業等の組合」を加える

などしている。結果は「個人企業」（73.8%），「中小企業製造業」（61.3%），「中小企業非

製造業」（57.5%）の割合が圧倒的に高く，個人企業と規模の小さい中小企業を対象として

いることがわかる。なお回答は，「上位３つ以内に○を付け，業務の比重が高い順に順位

を付けてください」16と指定してあった。
1718

14　全体数を80人で算出している。
15　全体数を80人で算出している。
16　「上位３つ以内に○を付け，業務の比重が高い順に順位を付けてください」，「該当するもの全てに○を付けてい

ただくとともに，学習時間の多い順に順位を付けてください」等，該当する回答項目が複数ある問いに対する「未
回答」の回答の扱いについては，他の項目を選択しておきながら「未回答」を選択している回答が散見されるこ
とから，今回の集計からは除外している。以下同様。

17　全体数を80人で算出している。
18　山口モデルでは資本金4,000万円未満，4,000万円以上1億円未満としていたが，本調査では1,000万円未満，1,000

万円以上5,000万円未満とした。

図表８　所属事務所・税理士法人の税理士数

人数 割合14

1名 49 061.3%
2名〜5名 28 035.0%
6名〜10名 00 000.0%
11名〜20名 00 000.0%
21名以上 00 000.0%
未回答 03 003.8%
計 80 100.0%

図表９　所属事務所・税理士法人の従業員数

人数 割合15

5名以内 52 065.0%
6名〜10名 13 016.3%
11名〜30名 08 010.0%
31名〜50名 03 003.8%
51名以上 01 001.3%
未回答 03 003.8%
計 80 100.0%

図表10　主な担当企業・法人

人数 割合17

個人企業（法人格を有しない） 59 73.8%
中小企業製造業（資本金5,000万円未満） 49 61.3%
中小企業製造業（資本金5,000万円以上１億円未満） 05 06.3%
中小企業製造業（資本金1億円以上3億円未満） 03 03.8%
中小企業非製造業（資本金1,000万円未満18） 46 57.5%
中小企業非製造業（資本金1,000万円以上5,000万円未満） 19 23.8%
中小企業非製造業（資本金5,000万円以上3億円未満） 07 08.8%
医療法人・社会福祉法人 17 21.3%
林業・農業・漁業等の組合 05 06.3%
その他法人 11 13.8%
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⑦主な業務，主な業務

　主な業務については，山口モデルの質問項目に加え，具体的な業務内容についても質問

を行っている。業務量の多いものから順に番号をつけるよう質問を行ったが，「税務書類

の作成」，「税務申告の代理」，「税務相談」が多く，また「記帳代行（経理代行）」も同程

度の割合が示され，依然として中小企業が会計の基本的な作業を税理士に依存している状

況が明らかとなっている。また事業継承の支援に関しても比較的高い割合で業務を行って

おり，事業継承を行う企業が鹿児島に多数あることも明らかになった。また，どのような

課税を主な業務として行うかという問いに関しては「法人課税」が圧倒的に多い結果となっ

ている。

19

2021

⑧中小企業（個人企業を含む）の現在の担当企業数（関与件数）

　中小企業（個人企業を含む）の現在の担当企業数（関与件数）については，先行研究の

質問内容をさらに細分化して実施した。51者以上の割合が全体の約半分であり，具体的に

は「51〜80者」が17.5%，「81〜100者」が8.8%，「101者以上」が23.8%であった。ここから，

個人事務所に所属する税理士と比較的規模の大きな税理士法人に所属する税理士の２層に

回答税理士を区分できそうである。

19　全体数を80人で算出している。
20　全体数を78人で算出している。
21　重複回答者が2人いたため母数から除外している。

図表11　主な業務

人数 割合19

税務書類の作成 74 92.5%
税務申告の代理 71 88.8%
税務相談 66 82.5%
記帳代行（経理代行） 62 77.5%
経営コンサルティング 44 55.0%
事業承継の支援 34 42.5%
会社設立の手続き 31 38.8%
金融機関との折衝（交渉）の立会 31 38.8%

図表12　主な業務（課税）

人数 割合20

個人課税 13 016.7%
法人課税 60 076.9%
資産課税 02 002.6%
その他 01 001.3%
未回答 02 002.6%
計 7821 100.0%
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22

４．管理会計に関する学習経験について

　中小企業の経営を支援する機関として主体的な役割を果たしている税理士がどのように

管理会計分野における知識や技術をどのように身につけたのかについて探るため，管理会

計に関する学習経験について質問項目を設定した。

　具体的には，(1)管理会計に関する学習経験，(2)これまでに行ってきた管理会計に関す

る学習の方法，(3)管理会計に関して学習した内容である。

(1)　管理会計に関する学習経験

　管理会計に関する学習経験についての質問の結果は，5割以上の者が学習経験ありと回

答している。逆に約4割の税理士は学習経験が「なし」と回答していた。「なし」とする回

答があった理由として考えられるのは，税理士試験における試験科目との関係が想定でき

る。なお，「あり」と回答した46人は，以下の(2)，(3)の質問についても回答している。
23

(2)　これまでに行ってきた管理会計に関する学習の方法

　上記(1)で管理会計に関する学習経験が「あり」と回答した46名を対象として，これま

でに行ってきた管理会計に関する学習の方法について該当するもの全てに○を付け，学習

時間の多い順に順位を付けるよう質問した。

　その結果，「本・新聞・雑誌・インターネット等の情報を活用し，独学で学習した」が

41.3%と最も高く，「大学に入学し，管理会計を学習した」（37.0%），「税理士会以外の機関（大

学・大学院を除く）が主催する研修会等で学習した」（34.8%）が続いた。「税理士会が主

催する研修会等で学習した」（30.4%）まで含めると，ほぼ3人に1人は，これらの方法を選

択していたことが判明した。

22　全体数を80人で算出している。
23　全体数を80人で算出している。

図表13　現在の担当企業数（関与件数）

人数 割合22

01〜10者 15 018.8%
11〜30者 14 017.5%
31〜50者 08 010.0%
51〜80者 14 017.5%
81〜100者 07 008.8%
101者以上 19 023.8%
未回答 03 003.8%
計 80 100.0%

図表14　管理会計に関する学習経験

人数 割合23

あり 46 057.5%
なし 31 038.8%
未回答 03 003.8%
計 80 100.0%
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24

(3)　管理会計に関して学習した内容

　管理会計に関して学習した内容については「財務分析（財務諸表に基づく経営分析）」

が82.6%と最も多く，次いで，「予算管理」（71.7%），「CVP分析（損益分岐点分析）」（71.7%），

「原価計算」（63.0%）となっていた。

　上位４項目の回答者数が過半数を超えているのに対して，他の学習内容については４割

未満という結果であった。関与先企業の業務形態にも依存するであろうが，基礎的なもの

より応用的なものの方が学習経験はより浅いという結論を得ることが出来た。必要がない

から学ばないのか，必要であるが学んでいないのかについては不明である。割合低いもの

を高めることにより，より高度な税理士業務を展開することが可能となってくるだろう。
25

24　全体数を「あり」と回答した46名で算出している。
25　全体数を「あり」と回答した46名で算出している。なお，その他における回答として，プロセスマーケティン

グとの回答があった。

図表15　管理会計に関する学習の方法

人数 割合24

本・新聞・雑誌・インターネット等の情報を活用し，独学で学習した 19 41.3%
大学に入学し，管理会計を学習した 17 37.0%
税理士会以外の機関（大学・大学院を除く）が主催する研修会等で学
習した

16 34.8%

税理士会が主催する研修会等で学習した 14 30.4%
大学院に入学し，管理会計を学習した 07 15.2%
所属する事務所・税理士法人の教育・研修プログラムで学習した 07 15.2%
大学・大学院の科目等履修生制度を活用し，管理会計を学習した 02 04.3%
大学・大学院が主催する短期の教育プログラムで学習した 01 02.2%
その他 06 13.0%

図表16　管理会計に関して学習した内容

人数 割合25

財務分析（財務諸表に基づく経営分析
（収益性・安全性・生産性・効率性））

38 82.6%

予算管理 33 71.7%
CVP分析（損益分岐点分析） 33 71.7%
原価計算 29 63.0%
標準原価管理 18 39.1%
活動基準原価計算（ABC） 16 34.8%
業績評価 11 23.9%
設備投資の経済性計算 10 21.7%
バランスト・スコア・カード（BSC） 10 21.7%
企業評価 07 15.2%
アメーバ経営 06 13.0%
運転資本管理，キャッシュ・コンバージョン・サイクル（CCC） 05 10.9%
スループット会計，付加価値会計 04 08.7%
品質原価計算，品質コスト管理 03 06.5%
ライフサイクル・コスティング，ライフ・サイクル・コスト
管理

03 06.5%

固定収益会計，固定収益マネジメント 02 04.3%
原価企画 01 02.2%
マテリアル・フロー・コスト会計（MFCA） 01 02.2%
レベニュー・マネジメント（収益管理） 00 00.0%
その他 01 02.2%
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５．中小企業に対する経営管理手法の導入・活用支援について

　管理会計の学習経験に続いて，経営管理手法の導入・活用支援について質問を行なった。

まず，経営管理手法の導入・活用支援の経験について確認して，それらを実施しているも

しくは実施したことがある税理士を対象として，①どの程度の企業数に導入・支援したの

か，②導入・支援を行なったきっかけ，③導入・支援を行なった経営管理手法の内容につ

いて追加的に質問を行なった。

(1)　経営管理手法の導入・活用支援

　経営管理手法の導入・活用支援については，「実施している」が30.0%であったことに対

して，「実施していない」が51.3%と半数以上であった。「実施したことはあるが，現在は

実施していない」をあわせると約3分の2は導入・活用を行なっていないことが判明した。
26

①導入・活用支援企業割合

　「実施している」か「以前実施したことはあるが，現在は実施していない」と回答した

税理士（34人）に対して，担当件数に占める導入・活用支援を行なった企業割合について

確認した。結果は，30%未満の割合合計が82.4%，30%以上の割合が14.7%であり，支援割

合が少ないことが判明した。この結果から，導入・活用支援ニーズのある企業には対応し

ているが，それ以外の企業には対応していないのではないかと考えられる。
27

②導入・活用支援を行なったきっかけ

　次に，導入のきっかけについて確認した。「顧客企業の状況に応じて，有用と思われる

経営管理手法を積極的に提案する」（47.1%）と「顧客企業から業績向上に向けた経営管理

手法の導入について相談を受ければ，有用と思われる経営管理手法を提案する」（47.1%）

とが同数であった。必ずしも税理士側から積極的に提案を行なっているわけではないこと

26　全体数を80人で算出している。
27　全体数を（1）の問いにおいて「実施している」もしくは「以前実施したことはあるが，現在は実施していない」

と答えた34人で算出している。

図表17　経営管理手法の導入・活用支援

人数 割合26

実施している 24 030.0%
以前実施したことはあるが，現在は実施していない 10 012.5%
実施したことはない 41 051.3%
未回答 05 006.3%
計 80 100.0%

図表18　担当件数に占める導入・活用支援を行なった企業割合

人数 割合27

10%未満 14 041.2%
10%以上30%未満 14 041.2%
30%以上50%未満 05 014.7%
50%以上70%未満 00 000.0%
70%以上90%未満 00 000.0%
90%以上 00 000.0%
未回答 01 002.9%
計 34 100.0%
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が判明した。またその他における回答として，「積極的に導入を行っている」，「税理士業

の傍ら，経営管理の必要性を感じている」との回答があった。

28

③導入・支援を行なった経営管理手法の内容

　最後に，実際に導入・活用を支援した経営管理手法の内容について確認した。具体的に

は，「年度計画」（82.4%），「中期（長期）経営計画」（64.7%）の割合が多く，経営計画の

比率が高かった。これに対し「方針管理」（8.8%）や「戦略」（14.7%）が少ない傾向にあ

ることがわかった。「中長期計画」よりも「年度計画」を優先する傾向にあることや，トッ

プダウン的な「方針管理」や「戦略」よりもボトムアップ的な「目標管理」の比率が高い

ことが明らかとなっている。また「その他」における回答として，「マーケティング・販

売促進支援」との意見があった。
29

６．中小企業（個人企業を含む）に対する管理会計手法の導入・活用支援について

　経営管理手法の導入・活用支援の状況に続いて，管理会計手法の導入・活用支援につい

て質問を行なった。

　まず，(1)管理会計手法の導入・活用支援について確認した。「実施している」もしくは「以

前実施したことはあるが，現在は実施していない」と回答した税理士に対して，追加的に

①どの程度の企業数に導入・支援したのか，②導入・支援を行なったきっかけ，③導入・

活用支援が必要であると考えている管理会計分野について質問した。

(1)　管理会計手法の導入・活用支援

　管理会計手法の導入・活用支援については，「実施している」は31.3%であり，「以前実

施したことはあるが，現在は実施していない」（8.8%）と合計しても過半数に達しなかった。

28　全体数を34人で算出している。
29　全体数を34人で算出している。

図表19　経営管理手法の導入・活用支援を行なったきっかけ

人数 割合28

顧客企業の状況に応じて，有用と思われる経営管理手法を積
極的に提案する

16 047.1%

顧客企業から業績向上に向けた経営管理手法の導入について
相談を受ければ，有用と思われる経営管理手法を提案する

16 047.1%

その他 2 005.9%
計 34 100.0%

図表20　実際に導入・活用を支援した経営管理手法の内容

人数 割合29

年度計画 28 82.4%
中期（長期）経営計画 22 64.7%
SWOT分析 08 23.5%
目標管理 08 23.5%
戦略 05 14.7%
方針管理 03 08.8%
その他 01 02.9%
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なお「実施している」，「以前実施したことはあるが，現在は実施していない」と回答した

32人は，①〜④の追加質問について回答しており，「実施したことは無いが，今後実施し

たい」と回答した20人は，⑤の追加質問について回答している。
30

①担当件数に占める導入・活用支援を行なった企業割合

　「実施している」や「以前実施したことはあるが，現在は実施していない」と回答した

32人のうち，何%のクライアントに支援を行っているかについて質問を行なった。「10%未

満」が37.5%となり，次いで「10%以上30%未満」が34.4%，「30%以上50%未満」が15.6%，

「50%以上70%未満」が12.5%と続いた。「70%以上90%未満」と「90%以上」は0.0%であり，

積極的に支援を行っている税理士の割合はやや低い結果となっている。

　しかし，図表17，18で示した経営管理手法の導入・活用支援の調査結果と管理会計手法

の導入・活用支援の調査結果を比べてみると，管理会計手法の導入・活用支援の方が多く

の企業に対して実行されていることが読み取れる。
31

②管理会計の導入・活用支援を実施したきっかけ

　管理会計の導入・活用支援を実施したきっかけについては，「顧客企業の状況に応じて，

有用と思われる管理会計手法を積極的に提案する」が50.0%，「顧客企業から業績向上に向

けた管理会計手法の導入について相談を受ければ，有用と思われる管理会計手法を提案す

る」が43.8%となっていた。また，「その他」における回答として，「積極的に導入を行っ

ている」，「主に会計ソフトの中に利用しうる情報があったのでそれが主な管理会計と理解

している」との回答があった。

30　全体数を80人で算出している。
31　全体数を（1）の問いにおいて「実施している」，「以前実施したことはあるが，現在は実施していない」と答え

た32人で算出している。

図表21　管理会計手法の導入・活用支援

人数 割合30

実施している 25 031.3%
以前実施したことはあるが，現在は実施していない 07 008.8%
実施したことは無いが，今後実施したい 20 025.0%
実施したことは無いし，今後も実施予定は無い 17 021.3%
未回答 11 013.8%
計 80 100.0%

図表22　担当件数に占める導入・活用支援を行なった企業割合

人数 割合31

10%未満 12 037.5%
10%以上30%未満 11 034.4%
30%以上50%未満 05 015.6%
50%以上70%未満 04 012.5%
70%以上90%未満 00 000.0%
90%以上 00 000.0%
未回答 00 000.0%
計 32 100.0%
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32

③中小企業において導入・活用が必要であると考えている管理会計分野

　中小企業において導入・活用が必要であると考えている管理会計分野については，「予

算編成」（75.0%），「資金管理」（68.8%），「損益測定」（59.4%）が上位を占める結果となっ

た。また，その他における回答として，「販売促進戦略策定」との意見があった。
33

④実際に導入・活用を支援している管理会計手法の内容

　実際に導入・活用を支援している管理会計手法の内容については，「財務分析（財務諸

表に基づく経営分析）（収益性・安全性・生産性・効率性）」（78.1%），「予算管理」（71.9%），

「CVP分析（損益分岐点分析）」（50.0%）の上位３つが過半数を超えており，続いて「業績

評価」（43.8%），「原価計算」（43.8%）が上位を占める結果となった。それ以外の管理会

計手法については，20%以下であり，それほど導入・活用支援をしていないことが判明した。

なお，「その他」における意見として「プロセスマーケティング」と答える回答者もいた。

32　全体数を32人で算出している。
33　全体数を32人で算出している。

図表23　管理会計の導入・活用支援を実施したきっかけ

人数 割合32

顧客企業の状況に応じて，有用と思われる管
理会計手法を積極的に提案する。

16 050.0%

顧客企業から業績向上に向けた管理会計手法
の導入について相談を受ければ，有用と思わ
れる管理会計手法を提案する。

14 043.8%

その他 02 006.3%
未回答 00 000.0%
計 32 100.0%

図表24　中小企業において導入・活用が必要であると考えている管理会計分野

人数 割合33

予算編成 24 75.0%
資金管理 22 68.8%
損益測定 19 59.4%
業績評価 16 50.0%
原価計算 15 46.9%
原価管理 12 37.5%
投資意思決定 08 25.0%
戦略管理 06 18.8%
その他 01 03.1%
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⑤今後，導入・活用を支援したい管理会計手法の内容

　今後，導入・活用を支援したい管理会計手法の内容については，(1)の問いにおいて「実

施したことは無いが，今後実施したい」と答えた20人（図表21）に対し質問を行った。結

果は「原価計算」（90.0%），「予算編成」（85.0%），「CVP分析（損益分岐点分析）」（70.0%），

「財務分析」（65.0%），「設備投資の経済性計算」（60.0%），「業績評価」（50.0%）の順に高

かった。原価計算や予算編成に関しては割合が高く，現在支援は考えていないが将来的に

は必要であると認識されているようである。

　過半数は下回ったものの，「標準原価管理」（40.0%），「企業評価」（30.0%）以下の項目

についても導入・活用支援を行ないたいと考えていることがわかった。「バランスト・ス

コア・カード（BSC）」（25.0%），「ライフサイクル・コスティング，ライフ・サイクル・

コスト管理」（25.0%），「運転資本管理，キャッシュ・コンバージョン・サイクル（CCC）」

（25.0%），「アメーバ経営」（20.0%），「活動基準原価計算（ABC）」（20.0%）などは，割合

は少ないものの比較的新しい手法の導入が望まれていることがわかった。

　この結果は，関与先に現在は導入・活用支援を行なっていないが，今後行う必要性を感

じている管理会計手法と読み替えることができるので，税理士本人の学習や学習機会の提

供が必要となると考えられる。

34　全体数を32人で算出している。

図表25　実際に導入・活用支援をしている管理会計手法の内容

人数 割合34

財務分析（財務諸表に基づく経営分析）（収益性・安全性・生
産性・効率性）

25 78.1%

予算管理 23 71.9%
CVP分析（損益分岐点分析） 16 50.0%
原価計算 14 43.8%
業績評価 14 43.8%
設備投資の経済性計算 06 18.8%
標準原価管理 04 12.5%
バランスト・スコア・カード（BSC） 03 09.4%
企業評価 02 06.3%
運転資本管理，キャッシュ・コンバージョン・サイクル（CCC） 02 06.3%
アメーバ経営 01 03.1%
固定収益会計，固定収益マネジメント 01 03.1%
スループット会計，付加価値会計 01 03.1%
レベニュー・マネジメント（収益管理）（プライス・コントロー
ル，インベントリー・コントロール）

00 00.0%

マテリアル・フロー・コスト会計（MFCA） 00 00.0%
品質原価計算，品質コスト管理 00 00.0%
ライフサイクル・コスティング，ライフ・サイクル・コスト
管理

00 00.0%

活動基準原価計算（ABC） 00 00.0%
原価企画 00 00.0%
その他 01 03.1%
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(2)管理会計手法の導入・活用支援を行う上での課題

　管理会計手法の導入・活用支援の現状と今後の見通しを確認した後，中小企業（個人企

業を含む）に対する管理会計手法の導入・活用支援を行う上での課題について質問を行なっ

た。

　最も大きな課題として税理士が認識しているのは，「顧客企業に管理会計情報を作成・

管理する体制が整っていない」（38.8%）であった。この質問には，枝質問が設定されており，

どのような体制が整っていないのかについても調査してある。その結果は，「企業側社員

等の知識不足・能力不足である」（54.8%），「基幹システムが未整備である（生産管理，販

売管理，購買管理，在庫管理，人事給与等）」（41.9%），「ERPが未整備である（ERPパッケー

ジ・システム，業務統合パッケージ，統合基幹業務システム）」（29.0%），「IT技術が未導入，

未整備である（会計ソフト・会計ツールが未導入，記録が紙ベースの状態）」（25.8%）の

順に高かった。いずれも規模の小さな中小企業に付随する課題であると考えられる。

　次に導入・活用支援を行う上での課題として多かったのは，「管理会計手法を導入しても，

顧客企業が管理会計情報を活用しない」（30.0%）であり，「顧客企業が管理会計の有用性

を理解してくれない」（26.3%）が続いた。これらは，顧客（企業）側の理解不足ないし知

識の低さを浮き彫りにしていると考えられる。税理士だけでは解決しない問題であり経営

者と共同して管理会計手法の導入等に取り組む必要性が読み取れる。

　なお，「その他」における回答としては「クライアントが個人企業中心のため対応できて

いないが，学術的な必要性は感じている」，「そのサービスに対する報酬を請求しにくいし，

請求する体制が整っていない」，「私自身にその技術が不足している」との回答が見られた。

35　全体数を20人で算出している。

図表26　今後，導入・活用支援をしたい管理会計手法の内容

人数 割合35

原価計算 18 90.0%
予算編成 17 85.0%
CVP分析（損益分岐点分析） 14 70.0%
財務分析（財務諸表に基づく経営分析：収益性・安全性・生
産性・効率性）

13 65.0%

設備投資の経済性計算 12 60.0%
業績評価 10 50.0%
標準原価管理 08 40.0%
企業評価 06 30.0%
バランスト・スコア・カード（BSC） 05 25.0%
ライフサイクル・コスティング，ライフ・サイクル・コスト
管理

05 25.0%

運転資本管理，キャッシュ・コンバージョン・サイクル（CCC） 05 25.0%
アメーバ経営 04 20.0%
固定収益会計，固定収益マネジメント 04 20.0%
活動基準原価計算（ABC） 04 20.0%
原価企画 03 15.0%
スループット会計，付加価値会計 01 05.0%
マテリアル・フロー・コスト会計（MFCA） 01 05.0%
レベニュー・マネジメント（収益管理）（プライス・コントロー
ル，インベントリー・コントロール）

01 05.0%

その他 01 05.0%
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(3)自身の管理会計に関する学習の必要性

　自身の管理会計に関する学習の必要性については，「中小企業の支援に有用な管理会計

についてはある程度理解しているが，現在の知識のみでは不十分であり，新たな管理会計

手法を学習したり，管理会計について学び直す必要性を感じている」（40.0%）が多く，次

いで「管理会計に関する理解が不十分であり，新たな管理会計手法を学習したり，管理会

計について学び直したりする必要性を感じている」（21.3%）であった。約６割が学びなお

しの必要性を感じていることが判明した。

　逆に「管理会計に関する理解は不十分であるが，新たな管理会計手法を学習したり，管

理会計について学び直したりする必要性を感じていない」（12.5%）や「中小企業の支援に

有用な管理会計については十分理解しており，新たな管理会計手法を学習したり，管理会

計について学び直したりする必要性を感じていない」（10.0%）と，学び直しの必要性を感

じないという回答も見られ，すでに管理会計手法について一定レベルの素養を持っている

税理士がいることも判明した。

38

36　全体数を80人で算出している。
37　以下の４つの枝質問（複数回答可）の割合に関しては，回答者数31人で算出している。
38　全体数を80人で算出している。

図表27　中小企業（個人企業を含む）に対する管理会計手法の導入・支援を行う上での課題

人数 割合36

顧客企業に管理会計情報を作成・管理する体制が整って
いない37。

31 38.8%

企業側社員等の知識不足・能力不足である （17） （54.8%）

基幹システムが未整備である（生産管理，販売管理，
購買管理，在庫管理，人事給与等）　

（13） （41.9%）

ERPが未整備である（ERPパッケージ・システム，業
務統合パッケージ，統合基幹業務システム）

（9） （29.0%）

IT技術が未導入，未整備である（会計ソフト・会計ツー
ルが未導入，記録が紙ベースの状態）

（8） （25.8%）

管理会計手法を導入しても，顧客企業が管理会計情報を
活用しない。　

24 30.0%

顧客企業が管理会計の有用性を理解してくれない。 21 26.3%
特になし　　 4 5.0%
その他　 3 3.8%

図表28　管理会計に関する学習の必要性

人数 割合38

中小企業の支援に有用な管理会計についてはある程度理解している
が，現在の知識のみでは不十分であり，新たな管理会計手法を学習
したり，管理会計について学び直したりする必要性を感じている

32 040.0%

管理会計に関する理解が不十分であり，新たな管理会計手法を学習
したり，管理会計について学び直したりする必要性を感じている

17 021.3%

管理会計に関する理解は不十分であるが，新たな管理会計手法を学習
したり，管理会計について学び直したりする必要性を感じていない

10 012.5%

中小企業の支援に有用な管理会計については十分理解しており，新
たな管理会計手法を学習したり，管理会計について学び直したりす
る必要性を感じていない

08 010.0%

未回答 13 016.3%
計 80 100.0%
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①学習が必要な管理会計分野と学習の方法について

　上述の(3)「自身の管理会計に関する学習の必要性」の質問において「中小企業の支援

に有用な管理会計についてはある程度理解しているが，現在の知識のみでは不十分であり，

新たな管理会計手法を学習したり，管理会計について学び直したりする必要性を感じてい

る」と「管理会計に関する理解が不十分であり，新たな管理会計手法を学習したり，管理

会計について学び直したりする必要性を感じている」と答えた49人に対し，学習が必要な

管理会計分野と学習の方法について質問を行った結果は以下の図表29のとおりである。

　学習が必要な管理会計分野については，「業績評価」（44.9%）と「原価計算」（44.9%）

が同数で最も高く，「原価管理」（42.9%），「戦略管理」（42.9%）が同数で続いた。その他「予

算編成」（38.8%），「資金管理」（36.7%），「投資意思決定」（34.7%），「損益測定」（22.4%）

となっている。戦略的な視点よりも基本的な内容についての学ぶ必要性を認識していると

いえる。

　管理会計に関して学習した内容（図表16）や中小企業において導入・活用が必要である

と考えている管理会計分野（図表24）の割合との関係で考えると，税理士自身がさらにス

キルアップするために学習を希望する項目や知識・技術が不足しているので学習を希望す

る項目，精通しているから学習を行なわなくても良い項目の3つに分類可能であると考える。

39

②学習が必要な管理会計手法の内容

　学習が必要な管理会計手法の内容については，「業績評価」（63.3%）が最も高く，次い

で「財務分析」（44.9%），「原価計算」（40.8%），「予算管理」（36.7%），「CVP分析（損益

分岐点分析）」（34.7%），「設備投資の経済性計算」（34.7%）となっていた。またその他に

おける回答として，「販売促進戦略策定」との回答があった。

39　質問6において「中小企業の支援に有用な管理会計についてはある程度理解しているが，現在の知識のみでは不
十分であり，新たな管理会計手法を学習したり，管理会計について学び直したりする必要性を感じている。」，「管
理会計に関する理解が不十分であり，新たな管理会計手法を学習したり，管理会計について学び直したりする必
要性を感じている。」と答えた49人を全体数とし，算出している。

図表29　学習が必要な管理会計分野と学習の方法

人数 割合39

業績評価 22 44.9%
原価計算 22 44.9%
原価管理 21 42.9%
戦略管理 21 42.9%
予算編成 19 38.8%
資金管理 18 36.7%
投資意思決定 17 34.7%
損益測定 11 22.4%
その他 00 00.0%
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③今後行いたい管理会計に関する学習の方法

　今後行いたい管理会計に関する学習の方法については，「本・新聞・雑誌・インターネッ

ト等の情報を活用し，独学で学習したい」（53.1%）が最も高く，次いで「税理士会が主催

する研修会等で学習したい」（40.8%）が多かった。「税理士会以外の機関（大学・大学院

を除く）が主催する研修会等で学習したい」（32.7%）まで含めると，大学での教育よりも，

税理士の研修会や他の研修会において学ぶことや，独学での学びを希望していることが判

明した。少数ではあるが「大学・大学院が主催する短期の教育プログラムで学習したい」

（22.4%）や「大学・大学院の科目等履修生制度を活用し，管理会計を学習したい」（12.2%）

という希望も見られることから，1日だけの研修会ではなく，一定期間にわたる学習機会

を希望していることが読み取れた。「所属する事務所・税理士法人の教育・研修プログラ

ムで学習したい」（14.3%）という回答は，税理士法人に所属する税理士に限られることか

ら，個人事務所と法人事務所の違いにより学習方法に差異が出ていると考えられる。

　なお，その他における回答として，「専門家が開催するセミナーや有志のグループでの

勉強会を希望する」との回答もあった。

40　全体数を49人で算出している。

図表30　学習が必要な管理会計手法の内容

人数 割合40

業績評価 31 63.3%
財務分析（財務諸表に基づく経営分析（収益性・安全性・生
産性・効率性））

22 44.9%

原価計算 20 40.8%
予算管理 18 36.7%
CVP分析（損益分岐点分析） 17 34.7%
設備投資の経済性計算 17 34.7%
標準原価管理 13 26.5%
運転資本管理，キャッシュ・コンバージョン・サイクル（CCC） 13 26.5%
ライフサイクル・コスティング，ライフ・サイクル・コスト
管理

08 16.3%

アメーバ経営 07 14.3%
スループット会計，付加価値会計 06 12.2%
品質原価計算，品質コスト管理 06 12.2%
バランスト・スコア・カード（BSC） 06 12.2%
企業評価 05 10.2%
レベニュー・マネジメント（収益管理）

（プライス・コントロール，インベントリー・コントロール）
05 10.2%

原価企画 04 08.2%
固定収益会計，固定収益マネジメント 04 08.2%
活動基準原価計算（ABC） 03 06.1%
マテリアル・フロー・コスト会計（MFCA） 02 04.1%
その他 01 02.0%
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７．連絡先について

　任意回答項目として，「今後，聞き取り調査を実施する予定であるが，聞き取り調査で

の訪問を受け入れていただける場合には，所属する事務所・税理士法人名，役職，氏名，

連絡先を可能な範囲でご記入ください」としたところ15名（18.8%）が協力してもよいと

の意思表示があった。本調査の結果を基礎として，個別の税理士に対して，さらにインタ

ビュー調査を続けていきたいと考えている。

８．おわりに

　上場・非上場を問わず，企業経営者や企業に対する管理会計関連のアンケート調査は数

多くの蓄積がある。これに対して税理士を直接の調査対象とした管理会計関連のアンケー

トとその分析については，限定されているといえよう。本稿では先行研究を基礎としなが

ら，鹿児島県税理士会連合会に所属する税理士という限られた対象者ではあるが，アンケー

ト調査を行い，その結果を資料として提示した。

　アンケートの実施に際しては，鹿児島県税理士会連合会研修会の研修会に出向き調査を

行ったが，「内容が難しく答えにくい」などの意見が寄せられ，またアンケート項目の誤っ

た理解から重複回答が散見されたことから，アンケートの内容や手法においてわかりやす

く説明する工夫が今後の課題であると考えられる。

　本調査の結果，約78.8%が認定支援機関であり，高い割合であることが明らかとなった。

税理士の年齢については高齢化が進み，税理士資格を取得してからの経過年数に関しては，

比較的高齢になってからの税理士資格の取得割合が高いことがわかった。ここから必ずし

も高齢＝ベテランとはいかない現状が明らかとなっている。

　主な担当企業・法人に関しては，「林業・農業・漁業等の組合」の項目を新たに設けた

が6.3%と意外に少ない割合であることが明らかとなった。さらに個人企業や中小企業の割

合が圧倒的に高いことがわかった。

　主な業務については「税務書類の作成」，「税務申告の代理」，「税務相談」のほか「記帳

代行（経理代行）」も高い割合で示され，中小企業が会計の基本的な作業を税理士に依存

している状況が改めて明らかとなっている。

41　全体数を49人で算出している。

図表31　今後行いたい管理会計に関する学習の方法

人数 割合41

本・新聞・雑誌・インターネット等の情報を活用し，独学で
学習したい

26 53.1%

税理士会が主催する研修会などで学習したい 20 40.8%
税理士会以外の機関（大学・大学院を除く）が主催する研修
会等で学習したい

16 32.7%

大学・大学院が主催する短期の教育プログラムで学習したい 11 22.4%
所属する事務所・税理士法人の教育・研修プログラムで学習
したい

07 14.3%

大学・大学院の科目等履修生制度を活用し，管理会計を学習
したい

06 12.2%

その他 03 06.1%
　大学院に入学し，管理会計を学習したい （2） （4.1%）

　大学に入学し，管理会計を学習したい （1） （2.0%）
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　関与件数に関しては一税理士（税理士事務所）が「101者以上」を担当する割合が意外

と高く，多くの関与先を県内約1/4の税理士（税理士事務所）が占有している実態が浮き

彫りとなった。これは，地方都市における傾向かもしれない。

　管理会計に関する学習経験についての質問の結果は，5割以上の者が学習経験ありと回

答しており，主な学習方法については，大学の機関等で学んだ割合が5割以上となってい

た。管理会計に関して学習した内容については「財務分析（財務諸表に基づく経営分析）」，

「予算管理」，「CVP分析（損益分岐点分析）」，「原価計算」と一通り学んでいるが，実際の

中小企業支援には活かされていない現状が明らかとなっている。これには税理士が積極的

に管理会計の導入を提案する割合が少なく，クライアントから求められれば提案するとい

う傾向があるためであると考えられる。管理会計手法の導入・活用支援については，「実

施している」は31.3%と少なく実施していない割合は5割を超えていた。また実施している

と答えた税理士においても，担当件数に占める導入・活用支援を行なった企業割合は「10%
未満」（37.5%），「10%以上30%未満」（34.4%）と必ずしも積極的に支援を行っているとは

いいがたい現状が明らかとなっている。

　また税理士が中小企業において導入・活用が必要であると考えている管理会計分野につ

いては，「予算編成」，「資金管理」，「損益測定」が上位を占めていた。これに対し実際に導入・

活用を支援している管理会計手法の内容については，「財務分析（財務諸表に基づく経営

分析）（収益性・安全性・生産性・効率性）」，「予算管理」，「CVP分析（損益分岐点分析）」，「業

績評価」，「原価計算」が上位を占める結果となった。導入・活用は必要であると税理士が

認識しているものと実際の導入状況については違いがみられ，加えて「業績評価」や「原

価計算」などが活用されている実態が明らかとなった。

　今後，導入・活用を支援したい管理会計手法の内容については，やはり「原価計算」，「予

算編成」，「CVP分析（損益分岐点分析）」，「財務分析」が挙げられ，将来的にこれらが必

要であると認識されていることが明らかとなった。また「バランスト・スコア・カード

（BSC）」，「ライフサイクル・コスティング，ライフ・サイクル・コスト管理」，「運転資本

管理，キャッシュ・コンバージョン・サイクル（CCC）」，「活動基準原価計算（ABC）」な

ど，比較的新しい手法もわずかながら検討していることが明らかとなっている。

　中小企業に対する管理会計手法の導入・支援を行う上での課題については，「顧客企業

が管理会計の有用性を理解してくれない」や「顧客企業に管理会計情報を作成・管理する

体制が整っていない」等の割合が高く，顧客側の理解不足や知識の低さを浮き彫りにした。

今回細分化した項目を加え質問を行ったところ，税理士側の目線ではあるが改めて中小企

業側の管理会計に対する知識不足・能力不足が大きく影響していることが明らかとなった。

　今回の調査から，税理士の意識としては，管理会計に関する知識はあるもののこのまま

では知識不足であることを認識していることが判明した。特に戦略的な視点よりも基本的

な内容について学ぶ必要性を認識していると言える。今後の学習方法としては，大学や大

学院でも学びよりも税理士会が主催する勉強会やインターネット等による独学を希望する

割合が高くなっていることから，税理士のニーズを汲み取った学習機会の提供が必要であ

ろう。

　今後の課題としては，先行研究である山口モデルにおける全国の税理士を対象とした調

査結果と今回の結果を比較し，鹿児島の特徴を明らかにすることにより，問題点や改善点
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を検討したいと考えている。具体的には，「税理士が中小企業に対して実施することが有

効であると考えている管理会計手法と，中小企業が実際に実施している管理会計手法に相

違があれば，その事実を課題として示し原因分析をする」や「税理士が有効と考えている

手法及び実施している手法について，全国版の調査と相違があれば，その事実の指摘とそ

の原因分析（鹿児島の特殊性・特徴の明確化）」を検討することである。

　また，鹿児島県内の経営者に対して管理会計実践に関するアンケートを行い，その結果

と今回の結果を突き合わせることにより，中小企業における管理会計実践の現状と課題を

明らかにすることである。アンケート以外の手法としては，個別の税理士や企業（経営者）

へのインタビューなども考えられる。最終的には，データや調査対象者，分析理論や方法

論を複数化・多元化することで研究結果の信頼性を高めたトライアンギュレーション研究

を行い，中小企業における管理会計実践の解明を図りたいと考えてる。
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